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研究成果の概要（和文）： 国際刑事裁判所（ICC)規程の2010年締約国カンパラ会議決議で採択された侵略犯罪に関す
る規定を包括的に分析し、侵略犯罪の定義、構成要件、管轄権行使条件、安保理事会の統制の範囲、個人の刑事責任の
形態、及び国の協力義務その他における問題点を抽出した。こうした条約の精密な文理解釈の他、ICCが侵略犯罪を裁
くということが国際の平和及び安全の維持に関する安保理事会の権限とどう関係するのかも見た。
　この検討は、日本が侵略犯罪に関する規定を受諾するか否かを判断する際の基礎的な知見を提供するものであって、
本科研関係論文は外務防衛当局の他、国会の審議においても有用な資料となろう。

研究成果の概要（英文）： The purpose of this project is to comprehensively analyse the Kampala Amendment 
of the International Criminal Cpurt(ICC) Statute on the Crime of Aggression. The issues which it has 
examined are: the definitions of act of aggression and crime of aggression; elements of crime of 
aggression; conditions of exercise of jurisdiction, scope of control by the UN Security Council; 
character and forms of individual criminal responsibility, cooperation between the ICC and States. In 
addition to these analysis on articles, the project considers the role and function of the ICC in the 
field of international security and its interrelationship with the UN Security Council.
 Furthermore, this study provides important guidelines to the Japanese Ministries of Foreign Affairs and 
Defense, when they consider the accession of Japan to the Amendment. The project could also show issues 
which should be discussed at the National Diet when it approves the Japanese accession.　

研究分野： 国際法
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１． 研究開始当初の背景 
 国際刑事裁判所（ICC）規程のうちの 2010
年にカンパラで採択された侵略犯罪に関す
る改正規定を国際法と刑法の双方から精密
に分析することは、学界及び実務の双方から
必要な作業でありながら、本格的には着手さ
れていなかった。また、日本の外交当局がこ
れにどのような見解を有しているかも重要
であるが、外務省との共同研究の企図もみら
れなかった。このため国際法研究者を中心と
し、刑法の専門家の参加を得た上で、外務防
衛関係者に参集願って同規程の総合的な検
討をする必要があった。また、同改正規定は、
早ければ 2017 年に発効するため、それ以前
に総合的な検討を了する必要があってこの
科研が申請された。 
 
２． 研究の目的 
 国際刑事裁判所規程カンパラ改正で追加
された新規定及び附属文書を精密に文理解
釈し、その意義を評価するとともに、解釈上
問題がある箇所を特定することを第一の目
的とした。このため、改正規定を侵略犯罪定
義と侵略犯罪処罰の管轄権行使規定に大別
して分析を行う必要があった。さらに諸外国
の本件に関する対応を分析し、処罰国内法制
定などの動きを追う必要もあった。 
 解釈上の問題点の抽出が学問的には第一
の目的であったが、さらに、そうした問題点
を認識しつつ、日本が改正規定を受諾するか
否か、及びその際に国内法を改めて制定する
必要があるか、といった政策上の判断に必要
な全ての知見を揃え、これを外交防衛当局に
提供するとともに、主権者である国民及び国
会に論文公表のかたちで提供し国会審議で
も実質的な議論が可能なように確保するこ
とが第二の目的であった。 
 
３．研究の方法 
 研究方法は極めて伝統的なものである。ま
ずは、ICC 規程とカンパラ改正の起草過程に
関する主要文書を収集し、検討した。さらに、
内外の関係文献を精査し、主要な解釈上の問
題を分析した。 
 さらに、関係の研究者が関係国を訪問し、
当該国の国内法の資料をあつめた。また、特
に独及び蘭の専門家を招聘して、見解を聴取
した。 
 
４．研究成果 
（１）研究成果は、侵略犯罪の定義及び管轄
権行使規定の解釈上の問題の分析及び関係
当局の政策判断要素の提示の二目的の双方
において注目すべき成果を上げた。これは下
記のような科研研究会の議論の成果である。
さらに、国際法学会でも 2013 年及び 2014 年
の研究大会でこの科研研究会構成員の多数
が報告を行ったことも特筆される。この国際
法及び刑法の両分野の専門家、外務省及び防
衛省の担当官、並びに右の指導を受けている

大学院生等から構成されるこの科研研究会
は、現時点において ICC 規程全般及びカンパ
ラ改正に関し最も豊富な知見を有する集団
であると自負される。2015 年度から右集団を
実質的に継承する新科研申請が承認されな
かったことは右集団の力量と新計画に対す
る正しい認識の結果とは思料されず日本の
学界の将来を考えれば惜しまれるほどであ
る。 
 
（２）研究会は、代表、分担者、協力者の他、
外務省国際法課担当官、陸海空自衛隊法務担
当者を加えて毎回 30 人ほどが出席して、科
研期間 4 年間に 18 回開催された。その新し
いものから示せば、以下の通りである。 
①2014(平成 26)年度 
 この年度は最終年度であって、総括的な報
告、今後の課題の提示といった報告がなされ
た。第 18 回研究会(2015.3.1,早大)では、 洪
恵子「テロリストはどこで処罰されるべきか 
-軍事審問委員会 military commissions の再
検討」、及び 山下渉（阪大大学院博士後期課
程）「戦後軍事裁判と指導者要件−国際軍事裁
判所規程第 8 条 bis「侵略犯罪」人的処罰範
囲−」の報告があった。第 17 回研究会
（2014.12.23,阪大）では、新井京「安全保
障理事会による『行動』の『刑法化』」及び
木原正樹「国家の「侵略行為」を前提とする
個人の「侵略犯罪」-「侵略犯罪」の安保理
付託と「指導者」要件を中心に-」が報告さ
れた。 
その前の第 16 回研究会（2014.7.19,専大）

では、真山全「侵略犯罪に関するローマ規程
カンパラ改正－同意要件導入及び普遍主義
消極的評価－」、新井京「国際刑事裁判所規
程改正規定における侵略犯罪および侵略行
為の『定義』」、青山健郎（外務省国際法課法
律顧問官）「日本の批准に際し考慮すべき論
点」、田中利幸「国内刑法から見た『侵略犯
罪』規定と国内法のあり方」の四報告がなさ
れたがこれは同年9月新潟開催の国際法学会
報告の事前調整を兼ねていた。これらがほぼ
そのまま国際法学会で報告され、侵略犯罪研
究の現状が国際法学会全体に初めて周知さ
れた意味は大きかった。その点では科研最終
年度に学会がこの問題を取り上げたことは
評価される。なお、この学会では本科研負担
によって独のクレス教授が招請され関係報
告を行った。これも本科研研究会があっては
じめて実現したものであった。 
第 15 回研究会（2014.4.20,専大）では、

北野嘉章（静岡県立大学 助教）「侵略犯罪に
対する ICC の管轄権行使と犯罪行為地国・被
疑者国籍国の同意」の他、外務省担当官であ
った篠原亮子（外務省国際法局国際法課 課
長補佐）「侵略犯罪改正規程の批准に当たり
整理が必要な法的論点」が報告された。前者
は後に新潟における国際法学会でも報告さ
れた。後者は、日本の受諾上の問題点が外交
当局から明らかにしたという点で大きな意



義があった。 
②2013(平成 25)年度 
3 年目のこの年度では、外国専門家招請の

研究会等が開催され、関心のある科研研究会
以外の日本の国際法専門家も出席してそれ
ぞれ活発な議論が行われた。第 14 回研究会
（2013.12.1, 同大）では、L. van den Herik
（Professor, Leiden University ）”Drones 
and International Law”という報告がなさ
れ戦争犯罪との関係も議論された。第 13 回
研究会（2013.9.22,阪大）では、新進の国際
法学者にこの分野の研究を推奨するという
意図もあって、 竹村仁美（愛知県立大准教
授 ）「国家元首等の刑事管轄権免除―国際刑
事裁判所、締約国、非締約国との関係―」、
木原正樹「国際刑事法上の主体としての個
人」、竹内真理（岡大准教授）「国際刑事裁判
所と普遍管轄権」、越智萌(阪大大学院博士後
期課程）「国際刑事裁判所体制における被疑
者の権利―国家との垂直的・補完的関係にお
いて―」の報告があった。これらは同年の静
岡における国際法学会のパネル報告ともな
って科研研究会の成果が国際法学会でも披
露されることになった。第 12 回（2013.6.22,
専大）においては洪恵子「侵略犯罪に関する
改正規定を批准するに際しての法的問題点
の整理」、妻木伸之（中央大学法学部通信教
育課程インストラクター）「スーダン（ダル
フール）事態・バシール事件－バシールの逮
捕・引渡しに関するマラウイによる非協力に
ついての決定－」があった。 
③2012(平成 24)年度 
この年度でも国際法の他、刑法からの積極

的な研究報告があり2年目のこの年で概ね研
究の成果の基本的な部分が出揃ったと考え
られる。第 11 回研究会（2013.3.9,法大）で
は、田中利幸「規程 25 条と国内法との対比」、
仲宗根卓(阪大大学院法学研究科博士後期課
程) 「ICC 規程第 8 条 2 項(e)の改正につ
いて-決議(RC/Res.5)の考察を中心に-」があ
り、刑法と武力紛争法の双方の報告をみた。
第 10 回研究会（2013.1.27,阪大）において
は新井京「ローマ規程改正規定における侵略
行為及び侵略犯罪の定義」 報告があり、そ
れに対するコメンテーター松山沙織(阪大大
学院法学研究科博士前期課程) が付された。
また、越智萌(阪大大学院法学研究科博士後
期課程)「国際刑事裁判所の事件選別過程に
おける重大性概念の機能」もあった。第 9回
侵略犯罪研究会（2012.12.15,専大）では、
侵略犯罪研究では避けて通れない安保理事
会との関係に関する報告がなされた。すなわ
ち森川幸一「侵略犯罪と国連安保理の権限」
である。また、外国重要論文紹介として高嶋
陽子(専大大学院法学研究科博士後期課程) 
Michael P. Scharf, “Universal 
Jurisdiction and the Crime of 
Aggression,” Harvard International Law 
Journal, Vol. 53, No. 2 (Summer 2012) pp. 
357-389 もあった。第 8回研究会（2012.11.3,

同大）も古谷修一“The Crime of Aggression 
as a Leadership Crime: The Best Comes 
Last? ”報告にコメンテーター妻木伸之(中
央大学法学部通信教育課程インストラクタ
ー)が付された。さらにこの回では、独の専
門家 C. Kress (Professor, University of 
Cologne)“The Crime of Aggression and the 
Principle of Complementarity under the ICC 
Statute: Legal and Legal Policy Issues 
after the Kampala Breakthrough ”があっ
て改正受諾で先行する独からの報告として
注目された。第 7回研究会（2012.7.29,海自
幹部学校では、 田中誠(防大准教授)「刑法
理論における『侵略犯罪』の特徴-比較法的
視点から-」及び竹村仁美(九州国際大准教
授)「国家元首、政府高官の特権免除と侵略
犯罪」の二報告があった。第 6 回研究会
（2012.5.26,阪大）では、永福誠也(海自衛
隊幹部学校)「平和に対する罪等を裁いたア
メリカの軍事裁判機関-『ニュルンベルグ軍
事裁判所』との比較を通じた国際刑事裁判所
の評価-」及び山下渉(阪大大学院国際公共政
策研究科博士後期課程)「国際刑事裁判所規
程『侵略犯罪』における指導者要件と JCE の
法理」が報告された。これら６回と７回の研
究会のように本科研研究会は自衛隊法務関
係者の積極的な参加を要請し、これによって
従前それらの国際法的知見は十分ではなか
ったことを是正する効果ももたらしたと評
価される。 
④2011(平成 23)年度 
この年度は初年度であり研究会の設置と

運営事項の決定などで協議した他、以下のよ
うな研究会報告がなされた。初年度からこう
した本格的な報告があったことは構成員が
すでにこの問題について十分な知見を持っ
ていたことを示す。第5回研究会（2012.3.23,
外務省）においては 新井京「侵略犯罪に関
する改正に対する日本の立場」及び村井伸行
(外務省国際法局国際法課事務官)「侵略犯
罪に関する改正の発効条件及び管轄権行使
条件に関する検討」があった。第 4回研究会
（2012.1.7,早大）では洪恵子の論文紹介:ク
ラウス・クレス、レオニー・フォン・ホルツ
ェンドルフ(訳 洪恵子・越 智萌)、「侵略犯
罪 に 関 す る 『 カ ン パ ラ 合 意 (Kampala 
Compromise)』、三重大学法経論 叢第 29 巻
第 2 号掲載予定」(原文:Claus Kress and 
Leonie von Holtzendorff, "The Kampala 
Compromise on the Crime of Aggression ," 
JICJ, Vol. 8, Issue 5, pp. 1179-1217.) 及
び瀬田真(早稲田大学法学研究科博士後期課
程)の論文紹介:Beth Van Schaack, “Par In 
Parem Imperium Non Habet: Complementarity 
and the Crime of Aggression,” Santa Clara 
University Legal Studies Research Paper, 
No. 15-11, June 2011.があった。 第 3回研
究会（2011.10.29,阪大）においては、真山
全「ICC 規程侵略犯罪関連条文の逐条的分
析」及び木原正樹「国家の『侵略行為』を前



提とする個人の『侵略犯罪』-カンパラ会議
で合意された『侵略犯罪』の定義をめぐって
-」の報告がなされた。前者の報告はこれか
らの４年間の研究の方向性を示すため全論
点を包括的に扱ったものであった。第 2回研
究会（2011.9.5,防衛省）では洪恵子「移行
期正義と国際刑事裁判-国際刑事裁判の機能
変化と課題-」の報告があった。第 1 回研究
会（2011.7.23,専大）では研究代表及び分担
者が会合し、研究の方針・割り当て等につい
て合意がなされた、その後の研究会はそれに
従い極めて順調に運営され多くの成果を上
げた。 
 
５．主な発表論文等 
（研究代表者、研究分担者及び研究協力者に
は下線） 
〔雑誌論文〕（計 18 件） 
1. 真山全、侵略犯罪に関する国際刑事裁判
所規程カンパラ改正の戦争犯罪処罰に与え
る影響、小松一郎追悼論文集 国際法の実践
-小松一郎の生涯、2015、査読無。 
 
2. FURUYA Shuichi, Draft Procedural 
Principles for Reparation Mechanisms, ILA 
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2015, pp. 782 – 813,査読無. 
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第 50 巻、2015、53-64、査読無。 
 
4. 木原正樹、「国際刑事裁判所規程」におけ
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中心に、国際法外交雑誌、第 113巻 4号、2015、
20-44、査読有。 
 
5. 洪恵子、ICC における管轄権の構造、村瀬
信也・洪恵子編、国際刑事裁判所（第２版）、
東信堂、2014、41-66、査読無。 
 
6. 新井京、侵略犯罪、村瀬信也・洪恵子編、
国際刑事裁判所（第２版）、東信堂、2014、
180-226、査読無。 
 
7. 古谷修一、国際刑事裁判権の意義と問題– 
国際法秩序における革新性と連続性、国際刑
事裁判所［第２版］、2014、3−40、査読無。 
 
8. 森川幸一、侵略、武力行使、戦争・武力
行使の違法化、小笠原高雪他編 国際関係・
安全保障辞典、2013、155-275、査読無。 
 
9. 古谷修一、国際刑事裁判システムの国際
法秩序論、法律時報、第 85 号、2013、32-36、
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10. 洪恵子、移行期の正義（Transitional 
Justice）と国際刑事裁判-国際刑事裁判の機
能変化と課題-、国際法外交雑誌、第 111 巻 2

号、2012、29-54、査読有。 
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2. FURUYA Shuichi、Victim Participation, 
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月 21 日、新潟。 
 
4. 新井京、国際刑事裁判所規程改正規定に
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国際法学会、2014 年 9 月 19 日〜9 月 21 日、
新潟。 
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6. KO Keiko 、 A Reappraisal of the 
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